
現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

85千円 170千円 85千円

○耐震診断件数
　２件

○耐震改修件数
　１件

○耐震診断件数
　０件

○耐震改修件数
　０件

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

地震が発生した場合、建築物の倒壊などの被害を未然に防止するため、現行の耐震基準を満たしているかどうか建築物の耐震性を知ることは必要であ
り、木造住宅の所有者にとって耐震化を行いやすい環境整備や負担軽減を講じることが求められていることから現状継続とする。

耐震診断の助
成

1戸× 40千円
＝　40千円
耐震改修の助

成
1戸×300千円
＝　300千円

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

建
築
課

木造住宅耐震診断・
改修支援事業

木造住宅の耐震化の促進を図るため、昭
和56年5月31日以前に建築された木造住宅
を対象として所有者が耐震診断・改修工
事を行う際に要する経費の一部を助成す
る。

○耐震診断件数
支援を始めたH21年度以降、H25
年度とH26年度に各１件の実績
○耐震改修件数
支援を始めたH26年度以降、実績
0件

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-1 防災対策・災害復興の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 3-1-2 防災対策の推進


